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地域間交流におけるインターローカリティの生成 

－「被災地」茨城県大洗町と「未災地」高知県黒潮町を事例に－ 
Generating Interlocality in Intercommunity Exchange: 

A Case Study of the "Disaster-affected Area" Oarai Town in Ibaraki Prefecture and the "Being Disaster Area in the 

Future" Kuroshio Town in Kochi Prefecture 

地域の震災復興過程において、ハードウェアとソフトウェアの防災事業の実施に向けて、さまざまな課題が生じ

た。その際には外部者からの知見や協力が必要である。本研究では、「被災地茨城県大洗町－未災地高知県黒潮町の

交流勉強会」という地域間交流のイベントを開催することを通じて、インターローカリティの生成によりどのよう

に地域課題を解決することができるのかを探った。その結果、次の2点が明らかとなった。第一に、東日本大震災の

被災地大洗町は未災地高知県黒潮町の防災の取り組みをそのまま模倣する必要はなく、地域自身の問題を振り返り、

町にとって何が必要なのかを自ら整理・再考した上で、住民が主体的に取り組みを行うことができること。第二に、

外部社会であるアニメのファンは単に聖地巡礼の観光客という範疇を超え、平常時も災害時にも地域と相互に支え

あう関係性を構築することで、ユニークな地域防災対策になりうること。以上のようなインターローカリティが生

成されたことで、地域課題の解決につながった。 
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１．はじめに 

 2011年東日本大震災が発生してから10年以上経っ

た。多くの被災地が住宅再建やインフラの復旧段階

を終え、地域コミュニティのさらなる発展を目指す

復興ステージに入っている。このステージでは地域

振興や防災に関わる施策が進められ、産業の再生、

地域活性化、地域創生などの事業が実施されている。

その中で、地域に関する防災事業については、ハー

ドウェアとソフトウェアが並行している。ハードウ

ェアにおいては「被災地は、近い将来に襲来するか

もしれない津波や高潮・高波に対して極めて脆弱な

状況となっており、被災した海岸堤防の復旧等を速

やかに行うことが必要」（1）という方針に基づき、建

設計画を進行してきた。一方、堤防や防潮堤などの

構造物が沿岸部の産業（漁業、水産業、農業、観光

業など）、自然環境、土地利用に深刻な影響を与え

るなどの反対の意見も無視できない1）。 

ソフトウェアにおいては、「自分の身は自分で守

る」、「地域防災力を高める」など、普段時を含め

た自助と共助の強化が目標とされている。しかし、

産業の衰退、少子高齢化、人口流出などの従来の問

題が、震災の被害を受けた地域社会においてさらに

顕著になり、地域住民が経済、生計の維持を優先し、

地域の防災活動に積極的に関わることが難しい状況

となっている。 

これらの課題を解決するために、主に行政機関と

町内会、自主防災組織などの住民組織が連携して取

り組んできた。しかし、行政による財政困難、人手

不足の問題があり、すべての課題を解決することは

難しい。そこで、地域とその外部社会との交流や支

援といったつながりが重要視されてきた。 

本論における外部社会とは、一つの地域以外にと

っての地域、組織、そして個人を指している。この

うち、地域と地域との連携について、たとえば姉妹
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都市のように、普段時に文化、教育、行政、経済な

どの交流活動を行い、災害時に支援する事例がある2）。

一方、自治体の財政困難により姉妹都市の締結活動

が停滞していることが報告されている3）。また、「被

災地リレー」4）のように、普段時に連携はなかった

が、過去の被災地が被災経験を活かし、現在の被災

地にボランティア活動を行う取り組みが評価されて

いる。 

 地域と組織の連携については、小規模企業がBCP

（事業継続計画）による地域貢献、地域防災の活動

を行うほか5）、地域と大学の連携も重視されつつあ

る。大学の研究者や専門家が地域の防災活動に関与

する事例が増えている。さらに近年は「住民・NPO・

事業者・専門家・自治体職員・地方政治家などがネ

ットワークを形成し、政策決定やその実施に影響力

を行使するだけでなく、その主体的な役割を果たし

ていく」6）という考え方が広まり、複数の個人や組

織がネットワークを構築して地域で活動することが

求められている。 

地域と個人については、近年では「関係人口」7）

という関係が注目されている。これは、都市部から

農山漁村などによく通い、現地の住民と関係を深め

て地域振興にまで携わるようになった人々を指す。

2020年以降はコロナ禍により、現地を訪ねることが

困難になったために「関係人口」の減少がみられた

一方で、オンラインでの交流を通じて地域人材が育

った事例が報告されている8）。一方、人口減少社会

の中で「関係人口」に対する期待は大きいが、それ

が過剰になると「かつて都市農村交流で起こった「交

流疲れ」現象ならぬ「関係疲れ」現象を生んでいく

ことにもなりかねない」という指摘がある9）。 

以上から、ある地域が外部社会から受ける新たな

刺激や支援が、地域問題の解決に一役買っているこ

とがわかる。一方で、地域が地域本来の課題に加え

て、外部社会の要求や期待に対応することが負担に

なってしまう場面もある。 

こうした課題の解決には、地域住民の視点からの

議論が重要である。特に地域が外部者の言葉や行動

をどのように受け止めるのか、地域と外部社会はど

のように交流し、課題を解決するのかについての議

論はまだ十分ではない。そこで、地域と外部社会と

の連携により、地域の課題を解決する手法について、

本研究はインターローカリティという概念を援用し

ていく。 

地域の問題解決においては、従来は普遍的に通用

する真理や正解がある場合や、地域やコミュニティ

の歴史、文化、風土に由来する独自な解決策が使用

されることがある。前者はユニバーサリティ（たと

えば政策、対策、計画）であり、後者はローカリテ

ィ（たとえば伝統、儀式）とカテゴライズできる。

しかしこれに限らず、地域間で知識に基づく問題解

決の方法が存在するはずである。すなわち、インタ

ーローカルティのアプローチである。この場合、イ

ンターローカリティとは、各地域がローカリティを

保ちながら、関係しあうことで知見が生まれること

を意味する10）。 

杉万（2006,p.41）11）は以下のように説明する。「こ

うして、あるローカルな場所・時代から発信された

知識は、抽象化のおかげで、他のローカルな場所・

時代に伝播していく。あるローカルな場所・時代か

ら発信された知識は、他のローカルな場所・時代に

いる人（たち）によってキャッチされ、実践の参考

にされるかもしれない。そうなれば、地点と時点を

異にする二つのローカルな場が結びつき、インター

ローカルな関係が生まれる。言いかえれば、二つの

ローカルな実践からインターローカルな実践へと進

展する。」 

以上、独自のローカリティを持つ地域と外部社会

が出会い、双方に通用する複数のインターローカリ

ティの知識が生成され、地域の問題の解決策になり

うる。 

そこで、本研究の目的は、震災後に地域の防災対

策の強化、外部社会との連携などの課題を抱える地

域社会に地域間交流の取り組みを通じてどのような

知見が生まれるのか、それらの知見がどのように実

践活動まで展開できるのか、インターローカリティ

の生成のプロセスを明らかにすることである。 

具体的には、筆者らは、2018年から2019年にかけ

て大洗町と黒潮町の「被災地大洗町―未災地黒潮町

の交流勉強会」（以下交流会）を開催した。交流会

の終了後、大洗町側の住民は防災知識を勉強したこ

とに止まらず、大洗町では黒潮町と関連するアート

イベントを実施し、2023年の現時点に至るまで継続

的に活動している。

本研究は、以上の経緯を、主に第一筆者(以下筆者)

がそれぞれ大洗町と黒潮町の研究フィールドにおい

て、現地での交流会の実施内容と参加者のインタビ

ュー、それらの記録をエスノグラフィーにまとめた。

大洗町について、筆者は2012年11月から震災復興過

程の調査を目的とし、現地で参与観察のほか、防災

ワークショップの開催とともにインタビューを重ね

た。その中で、交流会に関して、2018年1月から2023
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年まで7回、1回3日滞在した。黒潮町については、2015

年5月から2018年3月まで地域防災のサポーターとし

て、同町の役場職員に同行して現地の集落を訪れ、

防災ワークショップ、避難訓練、地区防災計画づく

りなどに携わった。交流会の準備や開催について、

筆者は2018年5月と2019年5月黒潮町へ訪問した。  

本稿の構成については、まず2章で大洗町や黒潮町

に関する背景や本活動の経緯を述べる。3章では、2

回の交流会の開催や内容を紹介する。4章では交流会

が終了し、大洗町が受けた影響および具体的な取り

組みについて記述する。5章では、インターローカリ

ティの生成の理由やプロセスを整理するために、ナ

ラティヴ・アプローチにおけるドミナント・ストー

リーとオルタナティヴ・ストーリーの視点を用いて

考察する。6章ではまとめと今後の発展について述べ

る。 

２．研究背景 

２．１茨城県大洗町 

茨城県大洗町は、人口約 15,800 人（2）、65 歳以上

は人口の 35.1％（3）である。茨城県の中央部に位置す

る太平洋に面した町である。主産業は、漁業、水産

加工業、農業及び観光業であり、海水浴場を中心に、

沿岸部の民宿、旅館業が盛んである。原子力研究施

設もある。大洗町は東日本大震災以前から、高齢化、

若手の人口流出、第一次産業の不振等の課題を抱え

ていた。東日本大震災での人的な被害は地震による

1 人の死亡のみで、地震、津波による物理的な被害

もあったが、復旧は比較的早いペースで進んだ。し

かし、福島第一原子力発電所事故による放射能漏れ

の実被害と風評被害の影響は非常に大きかった。マ

スメディアによる偏った報道、そしてインターネッ

ト上で広まる放射能汚染に関する風評被害は深刻で、

漁業、農業、観光業などすべての産業が大きなダメ

ージを受けた 12）。 

 大洗町は震災後、一歩でも早い復興に向けて、ま

ちおこしを目的とするさまざまなイベント、祭りを

開催した。2012 年 10 月からは、商店街がアニメの

制作会社と連携し、アニメ「ガールズ＆パンツァー」

（以下「ガルパン」と略称）の舞台となった。その

後、アニメに関するトークショーやキャラクターの

スタンプラリーの開催等で、大洗町はファンにとっ

ての「聖地」となった。「ガルパン」が放送されて以

降多くのファンが駆けつけ、町が実施するあんこう

祭りの参加者は毎年 10 万人以上となり、特に 2019

年には過去最高の 14 万人を記録した。海外からのフ

ァンの訪問もあり、地域住民とファンとの交流も盛

んになった。 

大洗町のこうした活動 2017 年に全世界のアニメ

ファンが選ぶ「訪れてみたい日本のアニメ聖地 88」

に選定される等アニメコンテンツツーリズムの成功

例として評価されている。現在アニメの放送はすで

に終了した。「ガルパン」による聖地巡礼の効果はい

つまで続けられるのか不明であるが、コロナ禍を経

ても、2023 年現在大洗町で「ガルパン」関連の活動

が活発的に行われている（4）。一方、筆者がこれまで

のフィールド調査の中で、現地の住民から、「ガルパ

ン」に頼らずに、「早く次の一歩を進みたい」という

「ガルパン」以外の町おこしを発展するべきだとい

う意見を得た 12）。つまり、大洗町が「ガルパン」関

連の活動を町全体的に継続していくのかどうかとい

う葛藤を抱えている一面もある。 

また、海に関して、大洗町は震災以前から、「NPO

大洗海の大学」や「ユニバーサル・ビーチ協会」が

サンビーチで「誰もが安心・安全に楽しむことがで

きる」ユニバーサルビーチというコンセプトを掲げ

て、身体が不自由な人や多世代でも海遊びできるよ

うな環境作りを独自に進めてきた。また、震災後、

大洗町では茨城県からの防潮堤の建設計画に対し、

防災と景観保全、産業発展などを両立させる問題が

あり、住民、自治体および県にとって大きな課題と

なった（5）。 

２．２高知県黒潮町 

高知県黒潮町の人口は約10,300人、65歳以上の人

口45.9％（2023年5月現在）と高齢化率が非常に高い

地域である（6）。黒潮町の高知県の西南地域にあって

太平洋に面している。主産業は漁業（カツオ漁）、

農業、観光業である。 

東日本大震災が発生してから1年後の2012年3月31

日、内閣府中央防災会議は南海トラフ地震の新想定

を公表した。その中で、黒潮町は最大震度７、最大

津波高は日本最悪の34.4Mとされた。その後、未来

の被災地という意味の「未災地」である黒潮町には

避難することをあきらめる「避難放棄者」が現れた

ほか、巨大津波想定を懸念し移住する住民もおり、

町の過疎化が加速している13）。 

しかし、新想定発表の直後、同町は「防災に『も』

強い町」、「犠牲者ゼロ」という独自の防災思想を

掲げた。町の全職員に本来の業務とは別に、町内の

地区ごとに防災担当の業務を割り当てる「防災地域

担当制」が実施された。また、行政と地域住民が共 
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図 2 第 2回交流会ワークショップの様子 

 
図 1 第 1回交流会シンポジウムの様子 

同で、地区別懇談会、ワークショップ、戸別避難カ

ルテづくり、地区防災計画、避難所運営計画の作成

といった避難計画づくりなどに取り組んでいる13）。 

黒潮町には、大洗町と同様に広大な砂浜がある。

しかし、34.4Mの津波を想定した防潮堤などのハー

ド設備整備計画は立てなかった。その理由の一つは、

同町のまちづくりの思想に関連している。その思想

のキャッチコピーは「私たちの町には美術館があり

ません。美しい砂浜が美術館です」である。つまり、

単に町に「ないもの」を外的支援に求めて獲得する

のではなく、町の内的な力から「ないもの」と対抗

できる「あるもの」を生み出す理念である14）。この

思想に基づいて、黒潮町は「防災文化」を創造した。

つまり、単なる国のハード面やソフト面の災害関連

の対策・計画を実施することに止まらず、文化とし

て町内で根付くように、平常時の生活や地域文化の

尊重をふまえ、防災教育や避難場所、避難道路の整

備など全面的に防災の取り組みを行ってきた13）。 

以上、大洗町と黒潮町は多くの共通点を持ってい

る。まず、両地は同様に海に面することで、災害と

海に関する豊富な地域資源がある。たとえば、大洗

町は東日本大震災の津波を経験した。黒潮町は最大

震度７、最大 34.4M 高の津波と想定される。両地は

今後の災害に向けて、ハード対策とソフト対策を強

化する課題に直面している。また、両町は海を大切

な地域資源として地域活性化を図っている。たとえ

ば大洗町のユニバーサルビーチや黒潮町の「砂浜美

術館」の取り組みが、単に外部の観光客を誘致する

手法ではなく、環境と地域を結びつける目的を有す

るという共通点がある。そして、この 2 つの地域は、

「目指す未来」と「経験してきた過去」が交錯して

いる。「未災地」である黒潮町が目指している「災害

が来ても『犠牲者ゼロ』の未来」は、大洗町がかつ

て東日本大震災を経験した際に実現した津波による

犠牲者がいなかったことという過去と重なる。一方、

大洗町で課題となった防災と景観保全の両立問題は、

黒潮町も対応してきた過去なのである。 

２．３ 交流会の経緯と運営 

交流会を開催するきっかけについて詳しく説明す

る。筆者は、2017 年 8 月、大洗町の旅館業である石

井盛志氏から町で起こっている防潮堤嵩上げに関す

る議論と自主防災組織の動向について話があった。 

当時、東日本大震災の復興計画の一部に沿岸部の

防潮堤を約 2M の嵩上げする計画があったが、この

計画だと海の景観破壊問題につながる。一部の沿岸

部の観光業者や住民は、このようなハード面の復興

に頼るばかりではなく、自主防災というソフト面を

強化していきたいとのことであった。筆者が当時黒

潮町で研究活動を行っており、石井氏に黒潮町の防

災の取り組みを紹介した。そこで、石井氏から大洗

町で黒潮町の防災に関するシンポジウムを開催し、

住民の関心を呼びたいという提案があった。その後、

筆者が上記の大洗町と黒潮町の共通や相違のローカ

リティを生かし、インターローカリティの生成を目

的にし、日本災害復興学会の助成金を取得し、コー

ディネーターとして、両町の同意を得てから大洗町

で交流勉強会を開催することとなった。 

交流会の運営やプログラムの設計について説明す

る。2 回ともに、2 日かけて実施した。まずは大洗町

で現地開催、次に黒潮町で開催した。2 回の交流会

のプログラムには、シンポジウム、ワークショップ

とフィールドワークや懇親会を入れた。その中で、

専門家の防災対策・教材防災を使わず、参加者であ

る当事者の対話を重視した。たとえば、シンポジウ

ムでは、専門家の講義ではなく、現地住民、職員、

観光業者などがそれぞれ当事者として、自らの経験、

課題に基づき、登壇者として発表してもらった。ま

た、参加者同士で議論し、意見の交流機会を増やす

ために、「クロスロード」の防災ゲームの参加型ワー

クショップを実施した。フィールドワークでは、単
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に地域の防災関連施設を見学するだけではなく、現

場で避難訓練の体験を行った。シンポジウムは一般

参加が可能であり、本取り組みに興味がある地域の

住民、さらに「ガルパン」のファンも参加可能であ

る。 

 

３．交流勉強会 

３．１ 1回目の交流会―知見の交流 

筆者は、2018年4月8日に大洗町で交流会の開催に

ついて関係者と打ち合わせを行った。筆者は、この

交流会を従来の一方的な知識の研修会とは異なり、

双方が情報や話題を提供し合う形式にしたいと提案

した。その際、大洗町役場の担当者である石井俊夫

氏は「こちらは黒潮町の防災について学びたいこと

がたくさんあるが、黒潮町の人たちはこちらに来て

何を学べるのか」と心配する様子を示した。筆者は、

大洗町では津波による犠牲者が出なかったことや復

興後の「ガルパン」の取り組みが社会的に注目され

ていることに対して、なぜ消極的な態度をとるのか

不思議に感じた。一方で、地域防災や自主防災組織

の取り組みが大洗町と黒潮町を比べると目立たない

ことは事実であり、石井俊夫氏の考え方も理解でき

ると考えていた。しかし、筆者は「黒潮町は優れた

防災先進地域であり、大洗町は何もしていない防災

後進地域」といった優劣をつけるような関係を作る

意図はなかった。そのため、筆者は交流プログラム

において本来は黒潮町の事例を多く紹介する予定だ

ったが、多くの大洗町関係者に協力を依頼し、大洗

町の震災から復興までの道のりを取り上げることと

した。 

1回目の交流会は2018年5月26日と27日に大洗町で

開催された。黒潮町からは、前任の防災情報課長で

黒潮町あかつき館館長の松本敏郎氏（現在黒潮町町

長）及びNPO砂浜美術館理事長村上健太郎氏を招い

た。シンポジウム（表１）は大洗文化センターで開

催され、延べ60人が来場した（図1）。来場者には現

地の住民以外に、大洗町のライフセーバー、大学の

教員、研究者、そして「ガルパン」のファン3人がい

た。2日目の体験型ワークショッは大洗サンビーチ

の避難センターで開催され、約30人が参加した（詳

しくは李，2020参照）15）。 

シンポジウムでは、大洗町の担当者が津波避難お

よび復旧活動、風評被害を受けた様子、復興までの

みちのりなどを報告した。その中で、東日本大震災

の発生時に、町の防災無線の「避難せよ」の放送の

口調がいつもと異なっていたため住民が「いつもと

は違う」と意識して迅速に避難したことで津波によ

る犠牲者が出なかったというエピソードがある。そ

の後、大洗町の住民はガレキの処理、掃除などに専

心でき、復旧が早かった。この経験談に対して、黒

潮町の松本氏は「黒潮町が「犠牲者ゼロ」を目指す

姿勢は間違っていないと確信した」とコメントして

いる。 

大洗町は「ガルパン」の聖地巡礼効果についても

紹介した。発表者の大洗観光協会大里明氏は、単に

「ガルパン」をアピールするだけではなく、町の「人

間味」、つまり住民が親戚のようにファンと熱心に

交流したことで、「ガルパン」のファンは大洗町の

ファンとなって何度も町を訪問し、大洗町の復興を

サポートする側になっていったと報告した。 

表１ 第１回交流勉強会のプログラム 

① シンポジウム 

時期：2018 年 5 月 26 日 

場所：大洗町文化センター 

参加人数：60 人 

プログラム 発表者 所属（2018 年当時） 

3.11 の大洗町とその

直後  

藤枝健 大洗町前役場防災担当 

大洗町の復興―現場

からみる風評被害  

石井盛志 大洗町宮下町内会 

「対策」ではなく「思

想」から入る防災  

松本敏郎 黒潮町あかつき館 

被災地からの脱却―

商店街と「ガルパン」 

大里明 大洗観光協会 

大洗町と海  石井孝夫 

高橋良太 

大洗町産業創造特命官 

NPO 海の大学事務局 

黒潮町と海 松本敏郎 

村上健太

郎  

黒潮町あかつき館 

黒潮町 NPO 砂浜美術

館 

② ワークショップ 

時期：2018 年 5 月 27 日 

場所：サンビーチ津波避難センター 

参観人数：30 人 

プログラム フ ァ シ リ

テーター 

所属（2018 年当時） 

「クロスロード大洗編」

体験 

李旉昕 京都大学防災研究所 

車いす避難体験  Zico 足

立 

ユニバーサルビーチ協

会 
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 黒潮町からは、松本氏による「「対策」ではなく「思

想」から入る」という概念の紹介があった。まず、 

巨大な津波想定に対してあきらめないこと。そのた

めには、対策だけでは不足で、防災の「思想」をつ

くることが重要だというのである。具体的な取り組

みとして、防災地域担当制度、世帯別津波避難カル

テの作成、避難道路、避難場所の整備などが報告さ

れた。また、黒潮町では津波想定の公開を機に防災

缶詰を開発し、逆手にとった「34M ブランド」でブ

ランド化し、缶詰製造工場を設立している。この事

業は、地元の若者に生業の機会を与える一方で、缶

詰を全国規模で販売することで、「最悪想定の町があ

きらめなければ、全ての町はあきらめない。最悪想

定の町の人が大丈夫ならば、日本中の人に安心が広

がる」というメッセージを発信している。 

次に、砂浜美術館の村上氏が、「砂浜美術館」とい

う町の思想を具体的な実践として、自然環境を観光

資源として活用する取り組みを紹介した。具体的に

は、1989 年から現在まで、全国から募集されたイラ

ストや写真をプリントした Tシャツを芸術品として

海で展示する「T シャツアート展」という恒例のイ

ベントを開催した。さらに、ビーチのマラソン大会

やホエールウォッチングなど、自然環境を観光資源

として利用する取り組みについても詳しく報告した。

一方、村上氏は自然環境の維持と観光による環境へ

の悪影響という両立の課題についても問題提起した。 

質疑応答では、大洗町の町民から「なぜ黒潮町は

防潮堤をつくらないのですか」という質問があった。

黒潮町の松本氏は、「避難体制の整備といったソフト

面の整備だけではなく、ハード面に頼るべき部分も

もちろんある。しかし、町の将来、安全体制、環境、

そして予算を考慮した上で、砂浜に防潮堤を作らな

いことにした」と回答した。また、松本氏は、大洗

町だけでなく、黒潮町においても、海に関するハー

ド面の安全と景観の維持といったバランスの取り方

について悩まれていることを示した。 

次に、ライフセーバーのリーダーである足立ジー

コ氏は、会場で「ガルパン」のファンに、なぜ「ガ

ルパン」とはまったく関係ない町民向けの防災イベ

ントに参加したのか尋ねた。すると、ファンが「最

初は大洗町を舞台として見に来て、大洗町は自分の

「居場所」になった。たまたまイベントがあること

に気づいて、見に来た」と回答した。これには会場

の参加者も驚いた。シンポジウムの最後には、大学

研究者の宮本匠氏が「もし残念ながら大洗でまた大

きな災害があった時、「ガルパン」のファンが何人か

① フィールド見学 

時期：2019 年 1 月 27 日 

場所：黒潮町海辺 

プログラム ファシリテ

ーター 

所属（2019 年当時） 

佐賀地区津波避難タ

ワー 

 黒潮町情報防災課 

漂流物紹介 松本敏郎 黒潮町あかつき館 

サンドアート実演 武政登 黒潮町砂像連盟 

津波避難訓練 李旉昕 京都大学防災研究所 

② シンポジウム 

時期：2019 年 1 月 27 日 

場所：黒潮役場 3 階大会議室 参加人数：30 人 

プログラム 発表者 所属（201９年当時） 

黒潮町の防災の取り

組み 

徳廣誠司 黒潮町情報防災課 

自主防災組織の活動 久 保 田 幸

秀 

黒潮町町地区自主防災会 

大洗町の震災経験と

今後の防災・消防の課

題 

藤枝健 

飯田英樹 

福 田 東 一

郎 

大洗町前役場防災担当 

大洗町消防団指導員 

大洗町消防総務課総務 

ユニバーサルと防災 Zico 足立 

 

栗原敬太 

ユニバーサルビーチ協会

代表 

大洗町まちづくり推進課 

防災と生業～―WE 

CAN PROJECT を

通じて― 

友永公生 黒潮町産業推進室 

ガルパン・ファン・地域 大里明 

福井洋 

大洗観光協会 

利視研 

黒潮町×大洗町 松本敏郎 

村 上 健 太

郎 

石井盛志 

黒潮町あかつき館 

黒潮町 NPO 砂浜美術館 

大洗町宮下町内会 

① ワークショップ 

時期：2019 年 1 月 2８日 

場所：黒潮役場 3 階大会議室 参加人数：２５人 

プログラム 発表者 所属（201９年当時） 

防災ゲーム「クロスロ

ード」と「クロスロー

ド：黒潮編」の作成 

田中勢子 

木藤容子 

李旉昕 

仙台わしん倶楽部 

西条市防災士 

京都大学防災研究所 

黒潮町と大洗町と研

究者 

参 加 者 全

員 

 

表 2 第 2回交流勉強会のプログラム 
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ボランティアで来ると思って、復興の速度はたぶん

早くなっていると思いますね。」と、「ガルパン」の

ファンは、意図していないところで、大洗町の防災

と結びついたことをコメントした。足立氏は宮本氏

の発言を受けて、「ガルパン」のファンと大洗町の関

係に対して改めて考えたとし、「ファンはただアニメ

で町に来るだけじゃなくて、いざ災害となった時に、

町のために活動してくれると思って感心した」と述

べた。 

以上、大洗町にとって、交流会は、黒潮町と「ガ

ルパン」のファン、研究者から、地域防災の作法や

外部社会と地域防災との関わりの可能性などの知見

を得る機会となった。また、次のステップへの発想

が芽生えた。たとえば、シンポジウムの中で、防災

活動に関する勉強だけではなく、海や砂浜の利活用

や両地域の連携の継続など、具体的な取り組みが提

案された。たとえば、シンポジウム後に実施したア

ンケートでは、「これから「砂浜図書館」を作ってみ

よう」、「砂浜美術館の T シャツアート展を見て、大

洗の漁師の大漁旗をビーチでひらひらできるのか

な」、「「ガルパン」がなくなっても続けられるまちづ

くりを目標」、「浜の歴史をお客に説明できるように

したい」といった感想が記入される。そして大洗町

の参加者が次回の交流会の開催を期待していると発

言した。 

３．２ 2回目の交流会―課題の整理・再考 

1回目の交流会が終了してから、2018年8月に「ガ

ルパン」のファンである福井洋氏（高知市在住）か

ら筆者に連絡があった。福井氏はこれまで数十回も

大洗町を訪ね、アニメの制作側や大洗町の商店街と

も頻繁に交流している。この時の連絡は、新聞記事

で本交流会の情報を知り、「ガルパン」と防災のコ

ラボレーションを行いたいという提案であった。こ

のことをきっかけに、筆者は第2回の交流勉強会の準

備を始めた。福井氏には、自身で開催を予定してい

た高知県での「ガルパン」関連イベントがあり、2019 

年 1 月 26 日に「防災勉強交流会 PR トークショ

ー」を実施した。高知駅の広場で、筆者および大洗

町観光協会の大里氏が 100 名のファンの前で、アニ

メの話ではなく、大洗町の震災経験および地域防災

について語った。そしてこのイベントに参加した1

人のファンは翌日に黒潮町へ行き、筆者主催の交流

会に参加した。1月27日と28日には、2回目の交流会

が黒潮町で開催された（表2）。大洗町側から、1回

目の交流会の登壇者である役場の防災、まちづくり

の担当者、消防、観光業者など計9人および研究者が

黒潮町を訪れた。初日の午前中は黒潮町の避難タワ

ーの見学及び海辺での津波避難訓練を実施した。 

黒潮町の松本氏が「砂浜美術館」のコンセプトを

説明し、この「美術館」での海辺で拾った漂流物を

芸術品として展示・研究する活動について生き生き

と紹介した。 

シンポジウムは黒潮町の役場の会議室で開かれ、

約30人が参加した。両町の担当者がそれぞれの自主

防災組織の活動、今後の防災・消防における課題に

ついて報告した。そして、「ガルパン」のファンの

福井氏と大洗町の大里氏が共同で大洗町の聖地巡礼

効果について報告し、「観光客を誘致するのではな

く、町のファンをつくること」の重要性を強調した。 

また、1回目の交流会で提起された、海を中心とする

住民の安全を守る「防災」（防潮堤）と環境資源を

利用する「観光」との対立の問題についても議論が

展開した。ここでは、「防災だけ」でも「観光の経

済効果を重視するだけ」でもない取り組みが必要で

ある。たとえば大勢の人が海水浴場を利用すること

 

図 3 大洗町の Tシャツアート展 

（撮影日：2023年 6月 4日） 

 

図 4 大洗町の砂浜図書館 

（撮影日：2022年 9月 15日） 
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ではなく、海の危険さを理解しながら海の美しさを

静かにみるという「お浜見」の開催はどうかという

意見がだされた。 

翌日には筆者がファシリテーターとして、「クロ

スロード」のワークショップを実施した。（図2）。

参加者がグループワークで「クロスロード」の設問

を作成した。ここでは大洗町の足立氏のグループが、

「あなたは町長。国から防潮堤をつくれる助成金が

下りてきた。しかし、防潮堤によって大事な自然環

境を失う。あなたは防潮堤をつくる？→YESつくる

/NOつくらない」という設問を作った。同氏によれ

ば、黒潮町の方に、大洗町で起こった防潮堤に関す

るジレンマについて問いかけたかったという。この

設問に関して議論が進む中で、このジレンマには、

自然環境と防災のどちらを優先するかという問題だ

けではなく、地方と中央政府の依存関係も含まれて

いることが浮かび上がった。 

交流会終了後、改めて自分の住む地域の問題を再

検討する大洗町の参加者がいた。たとえば、足立氏

から筆者に以下の感想が送られてきた。（原文のま

ま）「黒潮町のブレない「海浜のコンセプト」に感

心した。観光地としての海浜に、地域が確固たるテ

ーマを絞り維持している地域は少ないのでは無いだ

ろうか？人が集まるゆえに生業が優先してしまう？

利益を優先してしまう？」つまり、従来の観光資源

と環境維持の両立問題に対して、足立氏は黒潮町の

事例を大洗町の状況に引き当てて、地域が利益を重

視しすぎたという問題点について考えていることが

わかる。 

一方、大洗町の栗原敬太氏の感想文は以下である

（原文のまま）「地域的社会（あえて地域社会とい

う語は使いません）の強度は、間違いなく、その社

会の防災意識や対応能力と比例関係にあると思いま

す。私の町はいつしかそのことを見失ったまま、日々 

を生き、津波が来ました。そしてそれが去った後も、

そのことの重要性に気づけずにいます。本当に必要

なのは防潮堤ではなく、その土地の社会と歴史の強

度なのかもしれません」つまり、自分の地域は巨大

な災害を経験しても、防潮堤のようなハード設備を

頼るだけで、いつか災害の記憶が風化してしまう可

能性が高いと気づいた。黒潮町の思想を学び、まず

地域のソフト面（歴史や文化など）を見直し、社会

全体を強化していきたいと再考した。 

黒潮町の参加者の意見について、交流会で実施し

たアンケートの自由記述の結果を収集した。「実際

に、被災してから復興に至った道のりに参考にでき

ることが多くあると思う。その中でも、特に人のつ

ながりが大事なのではないかと感じた」、「犠牲者

が出ないと復興に力強さが出る」など、大洗町の復

興体験と黒潮町が目指す防災の目標とが一致してい

ることが明らかになった。 

大洗町側は、直接黒潮町へ訪れることで、黒潮町

の思想、土地柄について理解した。興味深いのは、

大洗町はすぐに黒潮町の防災対策そのままを大洗町

に持ち帰り、導入しようとしなかった点である。大

洗町が行ったのは、防潮堤にまつわる生業、環境、

行政依存、海の保全などの問題を取り上げ、震災後

のまちづくりに対する考え方、海との関係性を見直

す作業であった。 

 

４．交流会以降の発展 

本研究のプロジェクトは 2 回目の交流勉強会で終

了し、筆者も交流会に関する研究は「このまま終わ

ったかな」と思っていた矢先に、2019 年 6 月になっ

て、大洗町で黒潮町の「T シャツアート展」のフレ

ンドシップ「風にひろがる T シャツ展」(図 3)を開く

という情報を SNS で知った。大主催者は 2 回目の交

流会に同行した栗原氏である。この取り組みの特徴

は、大洗町のオフィシャルの組織や協会ではなく、

栗原氏個人主催である。 

「風にひろがる T シャツ展」の T シャツは、大洗

町の海辺で展示された後に「本家」の黒潮町の「砂

浜美術館」の T シャツアート展で全国の作品と一緒

に展示される。この活動は 2019 年から 2023 年（現

時点）まで毎年期間限定で開催されており、2020 年

にコロナ禍で世の中のイベントが一斉に自粛した中

でも中止されなかった。筆者は栗原氏が個人の力で

継続的に Tシャツアート展を開催することを予想し

ていなかった。筆者は長年にわたり大洗町で活動し

ていたが、栗原氏とは 2 回目の交流会で初めて知り

合った。当時、栗原氏は 30代の若手であり、大洗町

の 50 歳以上の参加者が黒潮町までの遠征に参加す

る際のサポート業務を担当していた。栗原氏は復興

や防災、まちづくりには興味を持っていなかった。

しかし、黒潮町で開催された交流会の懇親会で砂浜

美術館の職員と直接話し、T シャツアート展に興味

を持つようになった。そこで、大洗町に帰った直後、

早速イベントの開催を準備し始めた。筆者がコロナ

禍の直前、2020 年 2 月に大洗町を訪れた。栗原氏に

再会した際、彼は「李さん、僕の人生が変わったよ」

と笑顔で言った。栗原氏はこれまで地元の風景や人

に対して見慣れているが、T シャツアート展の開催
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によって新しい出会いができ、「すごく楽しかった」

と話した。また、彼は自分自身の変化について以下

のように記述した。「この企画を発案した時には、き

っと私は孤独にはじめ、孤独に終わるものだと思っ

ていた。豈図らんや、といったところだろうか。こ

のような賛意や助力を表していただける人々がまわ

りにいたのだ。私は自分の生きるこの街のことをほ

んの少しだけ見直した」（7） 

また、T シャツアート展による実践活動について、

栗原氏は自分でつくったホームぺージで「大洗町は

かつての「被災地」、そして黒潮町はいつか困難が訪

れるかもしれない「未災地」です。未災地から被災

地へと黒潮にのって文化の連鎖がやってくる。なん

だか何かが始まりそうなストーリーじゃないです

か！」16）と記した。こうした経緯から、栗原氏は「T

シャツアート展」の開催という具体的な行動によっ

て、自分自身と地域の関わりを再構築したと考えら

れる。 

 大洗町ではもう一つの展開が生じた。交流会でだ

された提案の中に、「少人数が利用できる海水浴場」

があった。この提案は、コロナ禍を経て、海辺で読

書を楽しむという「砂浜図書館」(図4)として実現さ

れている。「砂浜図書館」は、黒潮町の「砂浜美術

館」との関連性から名付けられた。主催者は大洗観

光協会である。初回は2020年8月1日から8月23日まで、

比較的長期の日程で開催され、その後2022年まで毎

夏に実施されてきた。このイベントのきっかけは、

2020年7月にコロナ禍のため海水浴場が閉鎖された

ことである。その代わりとして、大洗観光協会が「ビ

ーチの新しい活用法」をテーマに、「砂浜図書館」

を開設したことである。 

「砂浜図書館」の図書はサンビーチの津波避難ビ

ルの一階の空間に設置されている。津波避難ビルは

通常普段時には意識されないが、図書を設置するこ

とで来場する機会を得、利用者はこの機に津波避難

を意識できるという効果が期待できる。来場者は本

を借り出してから、砂浜に「ソーシャルディスタン

ス」を設けて設置されたテント付きの座席で本を読

む。このような設計は、普段海水浴場に来られない

高齢者、足の不自由な県民を呼び込むことになり、

国内外のマスメディアでも報道された。 

「砂浜図書館」の選書を務める石井盛志氏は、「実

は『砂浜図書館』の取り組みはほぼ利益がない」と

述べている。しかし、多くの観光客が海で賑やかに

過ごすスタイルが存在するならば、静かに海を楽し

むという発想も必要だと指摘している。また、「砂

浜図書館」は防災や防疫だけでなく、人口減少の社

会に向けて自然との共存を提供できる取り組みと言

える。 

以上、地域間交流会という取り組みの実施を通じ

て、大洗町の住民が外部社会からの知識を得て、地

域資源を見直した上で、地域住民が主体的にTシャ

ツアート展や「砂浜図書館」のような黒潮町とつな

がる実践活動を展開した。 

５．インターローカリティの生成 

本研究の目的は、震災復興におけるジレンマや葛

藤を抱え、行政依存になりがちな地域社会にとって、

単に国、行政のドミナントの政策・計画支援を受け

るだけではなく、あるいは地域内で独自に文化や伝

統を守り、取り組むのではなく、オルタナティブ・

ストーリーの創出を目指し、ローカルとローカルを

つなげて、地域同士の間から知見を得たことで、地

域防災や外部社会との関係性の構築などの課題を解

決するインターローカリティの可能性を探り、イン

ターローカリティの生成プロセスを明らかにするこ

とである。 

インターローカリティの生成を議論する前に、ド

ミナント・ストーリーとオルタナティブ・ストーリ

ーについて詳しく説明する。ドミナント・ストーリ

ーの概念は、野口（2002）17）が提起したものである。

たとえば明治時代以降、日本人は「立身出世」、「刻

苦勉励」という人生物語に影響或いは制約されてき

た。その筋書きに合わない経験はすなわち、「挫折

の物語」、「悲運の物語」として語られる。ドミナ

ント・ストーリーの軌道に再び乗るために、自分自

身が努力して対処しなければならない。しかし「失

敗」となった際に、「うまく対処できない自分」、

「変えられない惨めな自分」が再生産されると、悪

循環の構造となる。 

ドミナント・ストーリーによる悪循環の構造を打

破するために、野口は「オルタナティヴ・ストーリ

ー」の展開を提示する。つまり、「原因を解明し、そ

れを除去したり改善したりすることで問題を解決で

きる（野口，同上，p.85）」に向かい、外部社会が当

事者の不足・欠落するそのものを提供するドミナン

ト・ストーリーの手法ではなく、「言語」「語り」「物

語」「対話」などの手法で、問題とその問題に影響さ

れてきた個人あるいはコミュニティとの新しい「関

係」をつくり出すのである。 
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防災に関するドミナント・ストーリーでは、無力

な地域の課題解決には、地域に不足または欠落して

いる要素を提供する手法が多い。たとえば、現行の

防潮堤の高さ不足を解消するために、防潮堤の建設

がある。震災後の風評被害および景気回復を促進す

るために、観光客数の増加やイベントの拡充がある。

そして、少子高齢化や地域の過疎化への対策として、

地域に移住者あるいは「関係人口」を誘致する手法

などが含まれる。ここでは、国の政策や防災の先進

地域を批判することではなく、防災に熱心に取り組

まない地域が、理想像に到達できないがゆえに先に

進めないという悪循環の構造に陥いってしまう可能

性があることを議論する。1章で言及したように、

地域が新たな支援に対応できないこともある。この

ようにして、ドミナント・ストーリーの文脈に沿っ

て発展していない地域あるいは当事者が「頑張って

いない」、「頑張れない」のような自己否定の感覚

を生じうることである。 

東日本大震災以降、「災害に強いまちづくり」、

「地域防災の強化」など、地域住民全員は熱心に防

災に取り込むべきであるというドミナント・ストー

リーの政策が推進されている。しかし、このような

ドミナント・ストーリーは、地域にとって防災に対

する考え方を制約してしまう危惧がある。大洗町の

ある住民からは、交流前の段階では、「黒潮町に教

えられることがない」という発言があった。それは、

大洗町が黒潮町のように、防災に対して熱心とはい

えないため、「防災先進地域」、地域防災の模範地

区の黒潮町に防災に関する知識を伝授することが難

しいという考え方があるからである。 

地域の優劣関係を作ってしまうことを避けるため

に、交流会では、専門家が政府の政策を中心に「地

域防災の強化」というドミナント・ストーリーを参

加者に教え込むことをしなかった。むしろ、交流会

という当事者のオルタナティブ・ストーリーを引き

出すための手法を通じて、地域住民（当事者）が登

壇者として自らの言葉で、これまで直面してきた課

題と取り組みを発表し、地域同士で議論した。 

大洗町では、黒潮町の防災の取り組みをそのまま

模倣するのではなく、地域自身の問題を振り返り、

町にとって何が必要なのかを自ら再考・整理した上

で、住民が主体的に他地域とつながる取り組みを行

うことができるというインターローカリティが生成

された。このインターローカリティの生成のプロセ

スについて説明する（図 5 参照）。 

まず、大洗町は黒潮町とのローカリティの知識の

交換を通じて、重要な知見を得た。黒潮町は単に震

災後にドミナント・ストーリーの軌道に乗って「防

災推進地域」になったのではない。すでに 2.2 で言

及したように、黒潮町は 1960 年代から「私たちの町

には美術館がありません。美しい砂浜が美術館です」

という独自の思想を持っている。地域に不足・欠落

する何かそのものを外部からうけるのではなく、地

域が自らの価値と同等で代替物として見つけ出すの

である（詳しくは矢守・李，2017 参照）14）。黒潮町

の思想が砂浜美術館の実践関連活動、たとえば T シ

ャツアート展、漂流物展示、そして防災文化による

地域行政一体となる作法などで体現されている。大

洗町の住民は、実際に黒潮町へ訪れることで、現地

の方と触れ合い、黒潮町の思想や活動を自分自身で

体験した。大洗町の防潮堤にまつわる観光の利益問

題、行政依存、海の保全などの問題、大洗町のまち

づくりに対する考え方、海との関係性を整理し、再

考していた。 

次に、防災（防潮堤の高さの検討あるいは単発の

避難訓練など）そのものではなく、一見防災とは関

係ない「砂浜図書館」、Tシャツアート展のような

アートの活動が行われた。アートを通じて人と海を

つなげるためにTシャツアート展を開催し、大勢の

観光客を呼び込むことを目的とするのではなく、少

数で多様な利用者が海を楽しむために「砂浜図書館」

を設置した。図書館、あるいは売店などの建物を作

らずに、海辺でアートを表現することで、黒潮町の

「砂浜美術館」の思想（ローカリティ）を大洗町に

おいてインターローカリティとして再具象化した。

もちろん、これらの取り組みは住民の地域防災への

意識の向上を目指すものではない。一方、住民や観

光客に対して海や自然環境を多角的に理解するよう

に促すと同時に、海が引き起こす災害の側面も理解

でき、避難行動につながるものであると考えられる。 

 
図 5 インターローカリティ生成のプロセス 
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もう一つのインターローカリティの知見は、外部

社会としての「ガルパン」のファンは、大洗町にと

って単なる観光資源だけではなく、平常時も災害時

にも相互に支えあう外部社会であることである。2.1

で言及したように、「ガルパン」による聖地巡礼の

効果が大洗町に多大な経済効果をもたらした。一方、

「ガルパン」に頼らずに、地域独自の観光の取り組

みをつくるべきだという意見もある。地域防災をテ

ーマにする交流会のような取り組みは、地域住民向

けであり、外部社会である「ガルパン」のファンと

は関係ないと考えられる。 

しかし、1回目の交流会では、ファンが積極的に参

加・発言した。ファンが災害支援を行う可能性があ

ることを研究者が提示することで、ファンが地域防

災の一つの力になるという考え方に地域側は変化し

た。また、2回目の交流会を開催できるようになった

きっかけは、「ガルパン」のファンである。他方で、

交流会でのファンの発言から明らかになったように、

ファンにとって、大洗町の商店街は積極的にファン

に話しかけ、「人間味がある」居場所を提供してい

る存在である。ファンはこの居場所を維持するため

に、大洗町に対して防災や支援の活動を行い、その

結果として貢献することにつながっている。実際、

交流会が終了してから1年後、コロナ禍の蔓延で、

経済活動を停止していた大洗町に、ファンがクラウ

ドファンディングで資金を集め、大洗町の商店街に

大きな支援を行っている18）。大洗町は外部社会に対

する態度や考え方の変化およびファンと地域が相互

に需要を提供することのステップを通じて、「ガル

パン」のファンは地域の防災対策につながるという

インターローカリティが生成された。 

 

６．終わりに 

本研究は、震災後に、防災と産業維持の両立問題、

外部社会との連携の課題などさまざまな課題を抱え

る大洗町を対象に、ドミナント・ストーリー手法の

ような一律化された計画や政策を持ちこむことでは

なく、地域間交流のイベントを開催することで、イ

ンターローカリティの生成により地域課題の解決を

目指した。具体的に生成されたインターローカリテ

ィとは、まず地域は他地域の防災の取り組みをその

まま模倣するのではなく、地域自身の問題を振り返

り、町にとって何が必要なのかを自ら整理・再考し

た上で、住民が主体的に他地域とつながる取り組み

を行うことである。次に、アニメの聖地巡礼効果に

よる外部社会としてのファンの活動は、単に観光に

よる町おこしという範疇を超え、平常時も災害時に

も相互に支えあう関係性を構築することで、地域防

災対策になりうることである。 

また、本研究における地域間交流によるインター

ローカリティの生成の手法が他地域にも通用すると

考えられる。そこで、他地域で交流会の取り組みの

実現を取り組んでいる。たとえば、筆者らは土砂災

害の地域防災をテーマにする日台交流会の取り組み

を行っている。具体的に、2022 年 9 月 7 日に台湾の

1999 年の集集大地震の被災地である雲林県華山村

と土砂災害のリスクがある高知県四万十町大正地区

（未災地）がオンラインで交流した 19）。大洗町と黒

潮町の交流会のように、住民が登壇しそれぞれの取

り組みを自らの言葉で紹介した。その後、台湾側に

若者の地域防災への参加意欲を向上する仕組みが開

発されたというインターローカリティが生成された。 

今後は、地域間の交流会を継続的に開催し、多く

の当事者の声を集めていく予定である。また、議論

の範疇は自然災害の防災だけではなく、新型コロナ

ウイルスによる感染症も含めて、さまざまなローカ

ルとローカルをつなげて地域の課題の解決手法を見

出していく。 
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補注  

(1)国土交通省東日本大震災を踏まえた津波防災対策の基

本 的 な 考 え 方 に よ り

https://www.mlit.go.jp/river/kaigan/main/fukkyufukko/pdf/fuk

kyufukko01_1508.pdf(2023-06-10) 

(2)大洗町役場ホームページ 2023年5月の人口により

https://www.town.oarai.lg.jp/chouseijouhou/machinogaiyou/9

07/ (2023-06-10) 

(3) 茨城県市町村 2023年 4月の人口データにより

https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/sugata/lo

cal/oarai.html(2023-06-10) 

(4)大洗町における「ガルパン」の関連のイベントについて、

以下の新聞記事を参照できる。読売新聞記事「ガルパン

も協力 献血者に記念品」(2023-8-31)、読売新聞記事「ガ

ルパン列車 ありがとう 鹿島臨海鉄道 運行終了へ

＝茨城」（2023-5-12） 

(5)産経新聞記事「防災と景観どう両立？ 大洗の防潮堤４
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https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/sugata/local/oarai.html(2023-06-10)
https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/sugata/local/oarai.html(2023-06-10)
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割 完 成 も 県 と 地 元 協 議 続 く 」 に よ り

(2018-03-13)https://www.sankei.com/article/20180313-JYB7

6DHV2FKRLKM7VS6OST2R3Y/（2023-10-25） 

(6)黒潮町役場ホームページ2023年5月のデータにより

https://www.town.kuroshio.lg.jp/pb/cont/machi-data/20743

(2023-06-10)

(7)栗原敬太氏がペンネームで発表した文章からの引用。栗

原敬遠(2020),報告海への遠い旅,文芸夜半,No.6,pp.73-87.
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